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暗号資産建てファンドへの出資に関するお知らせ

　ジーイエット株式会社（以下「当社」といいます。）は、2026年３月31日開催の取締役会におい
て、暗号資産を投資対象とするファンドへの出資を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい
たします。

記

１．出資の理由
　当社は、暗号資産の単純保有にとどまらず、専門性の高い運用主体を通じた効率的な資産運用を行
うことにより、継続的な再投資を含む資産価値の着実な向上を目指すものであります。
　当社は、本ファンドが提供する複数のクラスの中から、ビットコイン（以下「BTC」といいま
す。）建てクラスを選択し出資を行います。当該クラスでは、出資元本の拠出から運用期間中の純資
産価額（NAV）の算出、償還に至るまで、全てがBTC建てで管理されます。
　当社がBTC建てクラスを選択した理由は、法定通貨との為替変動リスクを排除し、純粋にBTC保有
数の増加を追求できる点にあります。従来の法定通貨建て投資では、運用が成功してもBTC/円レート
の変動により円建て評価が目減りするリスクがありましたが、BTC建てクラスを活用することで、当
社は法定通貨建ての評価額変動に左右されることなく、中長期的なBTC保有数の最大化を図ることが
できます。
　また、本ファンドが採用する高度なテクノロジーを活用したシステマティックな投資戦略と、実績
あるプロフェッショナルによる運用体制の優位性を評価し、本出資を決定いたしました。
 



２．出資の概要
（１）出資対象ファンドの基本情報

項目 内容
ファンド名称 SPEQTRA Systematic Digital Assets Feeder Fund L.P.
組成地・形態 ケイマン諸島（エグゼンプテッド・リミテッド・パートナーシップ）
ジェネラル・パートナー SPEQTRA GP Ltd
事業内容 暗号資産を対象とする投資ファンドの運営
当社との関係 資本関係、人的関係、取引関係および関連当事者関係はありません。
 
（２）当社の出資条件

項目 内容
出資金額 当社保有BTCを原資とする出資（124.8079BTC）
出資クラス BTC建てクラス
出資方法 当社保有BTCを原資として現物出資
契約締結日 2026年３月31日
投資実行日 2026年３月31日
 
（３）ファンドの投資戦略および運用体制

　本ファンドの投資目的は、暗号資産市場において市場全体の動向に左右されにくい絶対収益の獲得
を目指すものです。
　運用の中核となる戦略は、複数の計量モデルを用いたシステマティックなアプローチであり、市場
データの分析に基づくアルゴリズムにより投資判断を行います。投資対象は主にデジタルアセットを
原資産とする先物等のデリバティブ取引であり、適切なリスク管理の下、ロング・ショートの双方の
ポジションを組み合わせることで市場の上昇局面・下落局面の双方において収益機会の獲得を図る戦
略となっております。
　運用体制については、伝統金融機関及びAI関連分野の経験を有するメンバーにより構成されてお
り、金融工学と先端テクノロジーを融合させた体制を構築しています。
　当社は、本ファンドの運用状況やリスク管理体制について、定期的な報告の受領及び必要に応じた
モニタリングを行い、当社のガバナンスの下で投資の継続性及びリスク水準を検証してまいります。
 

（４）主要なリスク要因
　本ファンドへの投資には、暗号資産特有の高い価格変動リスク、流動性リスク、デリバティブ取引
及びレバレッジ利用に伴う損失拡大リスク、システマティック運用におけるモデルリスク・システム
リスク、暗号資産及び関連取引に関する規制・税制の変更リスク、暗号資産カストディ及び秘密鍵管
理に関するリスク、取引所、ブローカー、清算機関等の相手先信用リスク等が内在しております。
　これらのリスクを十分に勘案した上で運用が行われますが、当該リスクが完全に回避されるもので
はありません。
 

３．今後の見通し
　本件出資に伴い、当社は保有するビットコイン（BTC）を原資としてファンドへ出資を行うことか
ら、当該出資に係る評価及び運用成果については、当社の営業収益として、四半期末ごとに時価評価
を行い、その評価差額を業績に反映する方針です。
　なお、本件出資に係る影響として、当社の業績に一定の影響を与える見込みでありますが、暗号資
産価格の変動や本ファンドの運用状況等により、実際の業績への影響額は変動する可能性がありま
す。
　今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。

以上


